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お　

知　

ら　

せ

給
与
の
源
泉
所
得
税
の

納
付
期
限
に
つ
い
て

　

給
料
・
賞
与
に
係
る
源
泉
所
得
税

の
納
付
期
限
は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
毎
月
納
付
の
方
】

　

平
成
19
年
12
月
支
給
分

　
　

平
成
20
年
1
月
10
日(

木)

【
納
期
特
例
の
方
】

　

平
成
19
年
７
月
〜
12
月
支
給
分

　
　

平
成
20
年
1
月
10
日(

木)

【
納
期
特
例
の
方
で

　

延
長
申
請
を
さ
れ
て
い
る
方
】

　

平
成
19
年
７
月
〜
12
月
支
給
分

　
　

平
成
20
年
1
月
21
日(

月)

■
注
意
事
項

　

納
付
す
べ
き
税
額
が
な
い
場
合
で

も
、
給
与
等
の
支
払
が
あ
れ
ば
納
付

書
を
作
成
の
上
、
税
務
署
へ
直
接
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

米
子
税
務
署

　

☎
０
８
５
９
ー
32
ー
４
１
２
１

住
宅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

改
修
工
事
に
伴
う

固
定
資
産
税
の
減
額

　

高
齢
者
や
障
害
者
な
ど
が
居
住
す

る
住
宅
（
賃
貸
住
宅
を
除
く
）
で
バ

リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事
を
さ
れ
た
場

合
、
翌
年
度
の
固
定
資
産
税
が
減
額

さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

対
象
等
は
次
の
と
お
り
で
す
。

■
対
象

　

次
の
い
ず
れ
か
の
人
が
居
住
す
る

住
宅

　

①
65
歳
以
上
の
人

　

②
要
介
護
認
定
ま
た
は
要
支
援
認

定
を
受
け
て
い
る
人

　

③
障
害
が
あ
る
人

■
改
修
期
間

　

平
成
19
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
22

年
３
月
31
ま
で
の
間
に
一
定
の
バ
リ

ア
フ
リ
ー
改
修
が
行
わ
れ
た
住
宅

■
要
件　

　

次
の
工
事
で
補
助
金
等
を
差
引
い

た
自
己
負
担
金
が
30
万
円
以
上
の
も

の
【
①
廊
下
の
拡
幅
②
階
段
の
勾こ

う
ば
い配

の
緩
和
③
浴
室
の
改
良
④　

便
所
の

改
良
⑤
手
す
り
の
取
付
け
⑥
床
の
段

差
の
解
消
⑦
引
き
戸
へ
の
取
替
え
⑧

床
表
面
の
滑
り
止
め
化
】

■
減
額
の
内
容

　

改
修
工
事
を
さ
れ
た
住
宅
の
固

定
資
産
税
を
翌
年
度
分
に
限
り
３

分
の
１
減
額
（
１
０
０
㎡
分
ま
で

を
限
度
）

■
申
請
方
法

　

原
則
、
改
修
後
３
カ
月
以
内
に

関
係
書
類
を
添
付
し
て
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。【
①
領
収
書
の
写
し

②
工
事
明
細
書
の
写
し
③
改
修
箇

所
の
図
面
及
び
写
真
④
補
助
金
等

を
受
け
た
場
合
は
、
給
付
が
確
認

で
き
る
書
類
】

■
申
請
・
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課

　

☎
０
８
５
９
ー
54
ー
５
２
０
８

補助制度

ペレットストーブ
設置費補助制度

◆目的

　ペレットストーブの普及を促進し、

森林資源の有効活用を図ること

◆補助の対象となる経費

・大山町の方が町内の住居に設置する

場合に要する経費

・町内に本店または主な事務所のある

法人の事務所に設置する場合に要する

経費

◆補助額　1台につき５万円

◆申請、お問い合わせ先

　大山町役場企画情報課　

☎０８５９‐５４‐５２０２

※ペレットストーブとは？

　製材工場などから出る端

材を粉砕し、円筒形に固め

たものを木質ペレットとい

います。これを燃料として

使用するストーブのことを

ペレットストーブといいま

す。（日本製のものが補助

対象です。） 
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